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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

1.連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 30社

主要な連結子会社名
SMK Electronics Corporation, U.S.A.
SMK Manufacturing, Inc.
SMK Trading (H.K.) Ltd.
SMK Electronics (Dongguan) Co., Ltd.
ऩउؚਊ৴੥ভੑফ২ेॉؚSMK-LOGOMOTION(株)については、平成
27ফڱাपৗञपਝয়खञऒधपेॉؚマイテック(株)については、平成
27ফ12月に株式を取得したことにより、連結の範囲に含めております。
また、SMK Europe N.V.及びSMK (U.K.) Ltd.मਊ৴੥ভੑফ২রप஬઴
したため、連結の範囲から除外しました。

2.持分法の適用に関する事項
(1)持分法を適用した関連会社の数 １社

会社等の名称
茨城プレイティング工業(株)

(2)持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
持分法適用会社の茨城プレイティング工業(株)の決算日は４月30日であり
ますが、連結計算書類の作成に当たっては、３月31঩હदෘৠ઴॑ষढ
ております。

3.会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額
मؚ৸৖ෞৱਓઉো১पेॉ૪৶खؚਲ਼ేਉ੼मؚ
移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
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②デリバティブ
時価法

③たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法(ઽஇਙभ଩ৣपेॊ໠੼જॉৣऑभ্১)によってお
ります。

製 品 売価還元法
仕 掛 品 主として最終仕入原価法
原 材 મ 最終仕入原価法
連結子会社は主に移動平均法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

৒૨১ؚ৴੥৕ভ঺म਌प৒પ১
ただし、平成10ফڰা１঩ਰఋ਄੭खञ૦੟(建物付属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。
ऩउؚਊ঺఺लব৔৴੥৕ভ঺पउऐॊ਌ऩິ৷ফਯमઃभधउॉदघ؛

建物及び構築物 50ফع10
機械装置及び運搬具 10ফعڰ
工具、器具及び備品 ６ফع２

また、平成19ফگা31日以前に取得したものについては、償却可能限
২પऽद೥ేऋીവखञโফऊैڱফ৑द಑ಉ೥ేघॊ্১पेढथउ
ります。

②無形固定資産(リース資産を除く)
定額法
ऩउؚਊ঺఺लব৔৴੥৕ভ঺पउःथؚঽ঺ਹ৷भ९ইॺक़ग़॔भິ
৷ফਯपणःथमؚ঺৔पउऐॊਹ৷૭ચ਋৑(ڱফ)に基づいておりま
す。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
জش५਋৑॑ິ৷ফਯधखؚଋோ੼પ॑८টधघॊ৒પ১पेढथउॉ
ます。

(3)੎ਏऩਬਊসभੑ঱੦૆
⋇೵౵ਬਊস

ઝਥभ೵౵ोपेॊ௤ଷप૟इॊञीؚ঳ಹઝਥपणःथम೵౵ৰౚ૨
पेॉؚ೵౵ೃ୛ઝਥಉ્৒भઝਥपणःथम଻શप৚ઽ૭ચਙ॑ྠ੧
खؚ৚ઽਂચৄ੢પ॑ੑ঱खथउॉऽघ؛
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⋈ೖଖਬਊস
従業員に対する賞与の支給に充てるため、当社及び国内連結子会社なら
लप঳৖भਲਗ৴੥৕ভ঺पणःथؚਊ৴੥ভੑফ২ଜਰఋपउऐॊ੍
ஔৄ੢પभअठؚਊ৴੥ভੑফ২पരघॊ੍ஔৌ଴਋৑पৌૢघॊসપ
を計上しております。

⋉૽৩ೖଖਬਊস
૽৩पৌघॊೖଖभ੍ஔपౄथॊञीؚਊ৴੥ভੑফ২पउऐॊ੍ஔৄ
込額に基づき計上しております。

④૽৩୐૙༸ௌਬਊস
਄ഁ૽఺ल෋ষ૽৩भ୐૙༸ௌসभ੍ஔप૟इॊञीؚ৔ૠप੦तऎਊ
৴੥ভੑফ২ଜਏ੍ஔપ॑ੑ঱खथउॉऽघ؛

(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項
⋇୐૙ஔહपબॊভੑ૪৶भ্১

୐૙ஔહৄ੢પभ਋৑షര্১
୐૙ஔહઝਜभ઴৒पँञॉؚ୐૙ஔહৄ੢પ॑ਊ৴੥ভੑফ২ଜऽ
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

ਯ৶ੑ઴঱भ୷౮भા৷૪৶্১
ਯ৶ੑ઴঱भ୷౮मؚ૚৴੥ভੑফ২भ৅েৎपउऐॊజ঵৩भ਴಑
ଋோඐਜ਋৑ਰ৔भ঳৒भফਯ(ڱফ)による定額法により按分した額
॑जोझो৅েभโ৴੥ভੑফ২ऊैા৷૪৶घॊऒधधखथउॉऽ
す。

②のれんの償却方法及び償却期間
؛ফ৑भ৒પ১पेॉ೥ేखथउॉऽघڱ

③଎ાઘಉभভੑ૪৶
଎ાઘ఺ल৉্଎ાઘभভੑ૪৶मؚ税抜方式によっており、資産に係
ॊඓ௾ৌ଴ਗ଎ાઘ఺ल৉্଎ાઘमਊ৴੥ভੑফ২भા৷धखथ૪৶
しております。

ভੑ্ଉभ૗ಌ

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25ফڵা13日。以下
「企業結合会計基準」という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基
準第22号 平成25ফڵা13日。以下「連結会計基準」という。)ؚ఺लَহ঵ী௞
等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25ফڵা13঩؛ਰৣَহ঵ী௞
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等会計基準」という。)ಉ॑ਊ৴੥ভੑফ২ऊैి৷ख੍ؚଦऋಲਢखथःॊৃ়भ
৕ভ঺पৌघॊਊ঺भ੅ী૗৿पेॊ୷પ॑ৱম๪౟সधखथੑ঱घॊधधुपؚ
਄੭ঢ়৴ા৷॑৅েखञ৴੥ভੑফ২भા৷धखथੑ঱घॊ্১प૗ಌःञखऽख
ञ؛ऽञؚਊ৴੥ভੑফ২भ਋੣ਰ৏ৰ઱औोॊ੫঵੥়पणःथमؚྫ৒৓ऩভ
ੑ૪৶भન৒पेॊ਄੭ਉ੼भଦীપभৄઉखऋ੫঵੥়ফ২भโফ২पষॎोञ
ৃ়पमؚਊჾৄઉखऋষॎोञফ২भ਋੣ଋৈपৌघॊ୶஭પ॑યী਀ંघॊध
ともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に૗ಌःञखऽघ。加えて、
ਊ਋ෞਹஇಉभ਀ંभ૗ಌ఺ल૘ਯઙ਌੅ীऊैశ੍ଦઙ਌੅ীषभ਀ંभ૗ಌ॑
ষढथउॉऽघ؛
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会
計基準第44－５項(４)఺लহ঵ী௞ಉভੑ੦૆ਸ਼57－４項(４)に定める経過的な取
ඞःपజढथउॉؚਊ৴੥ভੑফ২भ਋੣ৎਡऊैలਟपॎञढथి৷खथउॉऽ
す。
ऒभ੥ટؚਊ৴੥ভੑফ২भ੾঵ਹஇؚ経ଞਹஇ఺लઘসಉ৹ତ৐ਊ਋ෞਹஇपଖ
える影響は軽微であります。
ਊ৴੥ভੑফ২भ৴੥ઙ਌ৱমಉ૗৿ੑ઴છभৱম๪౟সभ਋ଜଋৈपଖइる影響
はありません。

連結貸借対照表に関する注記

1.担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

建物及び構築物 2,034百万円
機械装置及び運搬具 229百万円
工具、器具及び備品 86百万円
土地 820百万円
計 3,170百万円

(2)担保に係る債務
ಢ਋೙োস 5,760百万円
শ਋೙োস 1,678百万円
計 7,439百万円

2.થ஄ಕ৒ৱਓभ੖੼೥ేྸੑપ 50,946百万円
੖੼೥ేྸੑપपमؚ੖௤௤ଷྸੑપ॑அीथ਀ંखथउॉऽघ؛
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.ਊ৴੥ভੑফ২भଜ঩पउऐॊ৅ষੋઙૄभரథ఺ल੕ਯ
普通株式 79,000,000株

2.配当に関する事項
(1)ଦਊস੍௸પ

決議 株式の種類 ଦਊসभ੕પ
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 ஍ৡ৅ে঩

平成27ফڲা23日
定時株主総会 普通株式 647 9 平成27ফگা31日 平成27ফڲা24日

平成27ফ10月23日
取締役会 普通株式 420 6 平成27ফ９月30日 平成27ফ11月19日

(2)੦૆঩ऋਊ৴੥ভੑফ২पരघॊଦਊभअठؚଦਊभ஍ৡ৅ে঩ऋโ連結会
ੑফ২となるもの
⋇ଦਊসभ੕પ 561百万円
②１株当たり配当額 8円
③基準日 平成28ফ３月31日
⋊஍ৡ৅ে঩ 平成28ফ６月23日
なお、配当原資については、ਹஇ๪౟সधघॊऒध॑੒৒खथउॉऽघ؛

3.ਊ৴੥ভੑফ২ଜभৗઙ੒৺ਥقਥਹষઞ਋৑भੂ঩ऋงਟखथःऩःुभ॑
除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 314,000株



― 6 ―

স੆ૹષपঢ়घॊି੶

1. স੆ૹષभ૾யपঢ়घॊহඨ

(1)স੆ૹષपৌघॊ਄ੌ্ଉ
ਊ঺ॢঝشউमؚৱসઈ৷पणःथम਌प਍৸ਙभৈःস੆ৱਓदઈ৷खؚ
ऽञؚৱস৹୸पणःथम਒ষ೙োपेॊ্ଉदँॉऽघ؛ॹজংॸॕঈ
मؚ৏஽घॊজ५ॡ॑৚ೂघॊञीपਹ৷खथउॉؚ਺ਃ৯৓भॹজংॸ
ॕঈ਄ਬमষॎऩः্ଉदँॉऽघ؛

(2)স੆ૹષभ৔ઍ఺लजभজ५ॡధलपଵ৶৬਑
੾঵ઝਥदँॊਭ਄ু஄఺लਲ਼ෳসमؚ൹௢भਦ৷জ५ॡपᑨऔोथउॉ
ऽघ؛ਊჾজ५ॡपঢ়खथमؚਊ঺ॢঝشউभଖਦଵ৶੦૆पజःؚ਄ਬ
੔ओधभ਋঩ଵ৶఺लଋৈଵ৶॑ষअधधुपؚਦ৷૾ய॑ڭফओधप৹
ਪखؚଖਦ॑ৄઉघଵ৶৬਑धしております。投資有価証券である株式は、
市場価額の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が
取締役会に報告されております。
੾঵ઝਜदँॊ੍௸ু஄఺लେෳসमؚजभऺध॒नऋڭফਰ৔भ੍௸਋
日であります。また、グローバルに事業を展開していることから生じてい
る外貨建債権債務に係る為替の変動リスクを軽減するため、為替予約取引
॑ষढथउॉऽघऋؚਗో૦ઝਥઝਜभ෇೧৔दষअऒधधखथउॉऽघ؛
೙োসभअठؚಢ਋೙োসम਌प੾঵਄ਬपબॊৱস৹୸दँॉؚশ਋೙
োস(ਉಋधखथڱফਰ৔)म਌पਝ૟਺ৱपબॊৱস৹୸दँॉऽघ؛૗
৿সਹभ೙োসमؚসਹभ૗৿জ५ॡपᑨऔोथउॉऽघऋؚऒभअठশ
਋भुभभ঳৖पणःथमؚসਹ૗৿জ५ॡ॑৚ೂするため、デリバティ
ブ取引(সਹ५ডॵউ਄ਬ)॑ঊॵ४ু஺धखथਹ৷खथउॉऽघ؛ঊॵ४
भથ஍ਙभ௬੼্১पणःथमؚসਹ५ডॵউभ્୻૪৶भਏ੯॑௥ञख
थःॊञीؚजभਖ਼৒॑ुढथजभથ஍ਙभ௬੼॑੄റखथउॉऽघ؛
ॹজংॸॕঈ਄ਬभ෋ষ؞ଵ৶पणःथमؚ਄ਬਥ଒॑৒ीञ঺৔ૠஙप
జढथষढथउॉؚऽञؚॹজংॸॕঈभਹ৷पँञढथमؚਦ৷জ५ॡ
॑ೄ੖घॊञीपؚਦ৷২भৈः਒ষधभा਄ਬ॑ষढथउॉऽघ؛ऽञؚ
੾঵ઝਜृ೙োসमؚ૴৿ਙজ५ॡपᑨऔोथउॉऽघऋؚਊ঺ॢঝشউ
दमؚ૚঺ऋাઃपৱস೷ੑ઺॑੿ਛघॊऩनभ্১पेॉଵ৶खथउॉ
ます。

(3)স੆ૹષभৎ੼ಉपঢ়घॊহඨपणःथभଓଌହ৥
স੆ૹષभৎ੼पमؚ৘ৃ੼તप੦तऎ੼પभऺऊؚ৘ৃ੼તऋऩः場
়पम়৶৓प઴৒औोञ੼પऋஅऽोथउॉऽघ؛
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2. স੆ૹષभৎ੼ಉपঢ়घॊহඨ
平成28ফگা31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められるものは、次表には含めておりません((注)2を参照下さい。)。

(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1)ਠস఺ल౲স 10,778 10,778 ―
(2)ਭ਄ু஄఺लਲ਼ෳস 16,509 16,509 ―
(3)投資有価証券

その他有価証券 2,147 2,147 ―
資産計 29,436 29,436 ―

(1)੍௸ু஄఺लେෳস 4,808 4,808 ―
(2)ಢ਋೙োস 10,305 10,305 ―
(3)౞௸স 6,245 6,245 ―
(4)শ਋೙োস(※1) 7,241 7,201 △39

負債計 28,599 28,599 △39
デリバティブ取引(※2) 26 26 ―
(※1) শ਋೙োসमؚ৴੥೵೙ৌස਀पउःथಢ਋೙োসधखथ਀ંखथउॉऽ

घڭফ৔ନੋ੒৒भশ਋೙োস॑அीथ਀ંखथउॉऽघ؛
(※2) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

(注)1. স੆ૹષभৎ੼भ઴৒্১ధलपથ੼઒ଊ఺लॹজংॸॕঈ਄ਬपঢ়घॊ
事項

資産
(1)ਠস఺ल౲সؚధलप(2)ਭ਄ু஄఺लਲ਼ෳস
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
(3)投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。

負債
(1)੍௸ু஄఺लେෳসؚ(2)ಢ਋೙োসؚ఺ल(3)౞௸স
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
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(4)শ਋೙োস
ৎ੼पणःथमؚ੪ਹসभ়ੑપؚ॑ৗૠप৊஘भ೙ো॑ষढञৃ়प୳
৒औोॊਹ૨दસॉਬःञਠ૔੼கपेॉ઴৒खथउॉऽघ؛

デリバティブ取引
ৎ੼मؚ਄ਬ੔স੆ਃঢ়ऊै઀ંऔोञ੼તಉप੦तऌ઴৒खथउॉऽघ؛

2. ৎ੼॑པ඼घॊऒधऋாीथ൑୔धੳीैोॊস੆ૹષ
(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 258
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

൛೵ಉਂ৿ਓपঢ়घॊି੶

1. ൛೵ಉਂ৿ਓभ૾யपঢ়घॊহඨ
当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィス
ビル(土地を含む。)、工場・倉庫等を有しております。

2. ൛೵ಉਂ৿ਓभৎ੼पঢ়घॊহඨ
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価
8,875 16,132

(注)1. ৴੥೵೙ৌස਀ੑ঱પमؚ਄੭ਉ੼ऊै੖੼೥ేྸੑપ॑ඓ௾खञসપद
あります。

2. ਊ਋ଜभৎ੼मؚ਌धखथ঺ਗभਂ৿ਓ༓৒૒ಉपेॉ઴৒औोञসપद
あります。

１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 471円02銭

2.１株当たり当期純ਹஇ 37円94銭
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個 別 注 記 表

重要な会計方針

1.資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、

৸৖ෞৱਓઉো১पेॉ૪৶खؚਲ਼ేਉ੼मؚ୎৿
平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
(2)デリバティブ

時価法
(3)たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産
௬੼੦૆मਉ੼১قઽஇਙभ଩ৣपेॊ໠੼જॉৣऑभ্১كपेढ
ております。
製 品 売価還元法
仕 掛 品 ౫માपणःथमਈીலোਉ੼১ؚௌਜા؞৽ાप

ついては実際発生額の合計額であります。
原 材 મ 最終仕入原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法

2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産(リース資産を除く)

৒૨১पेढथउॉऽघ؛
ただし、平成10ফڰা１঩ਰఋ਄੭खञ૦੟(建物付属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。
ऩउؚ਌ऩິ৷ফਯमઃभधउॉदघ؛

建物 50ফع15
構築物 50ফع10
機械及び装置 ８ফ
੤૏ઈဦ఻ ফڰ
工具、器具及び備品 ফڲعڮ
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また、平成19ফگা31日以前に取得したものについては、償却可能限
২પऽद೥ేऋીവखञโফऊैڱফ৑द಑ಉ೥ేघॊ্১पेढथउ
ります。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。
ऩउؚ਌ऩິ৷ফਯमઃभधउॉदघ؛

ソフトウエア(ঽ঺ਹ৷ী)  5ফ(঺৔पउऐॊਹ৷૭ચ਋৑)
のれん 5ফ

(3)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
জش५਋৑॑ິ৷ফਯधखؚଋோ੼પ॑८টधघॊ৒પ১पेढथお
ります。

3.ਬਊসभੑ঱੦૆
(1)貸倒ਬਊস

ઝਥभ೵౵ोपेॊ௤ଷप૟इॊञीؚ঳ಹઝਥपणःथम೵౵ৰౚ૨
पेॉؚ೵౵ೃ୛ઝਥಉ્৒भઝਥपणःथम଻શप৚ઽ૭ચਙ॑ྠ੧
खؚ৚ઽਂચৄ੢પ॑ੑ঱खथउॉऽघ؛

(2)ೖଖਬਊস
జ঵৩पৌघॊೖଖभ੍ஔपౄथॊञीؚਊহ঵ফ২ଜਰఋपउऐॊ੍
ஔৄ੢પभअठؚਊহ঵ফ২पരघॊ੍ஔৌ଴਋৑पৌૢघॊসપ॑ੑ
上しております。

(3)૽৩ೖଖਬਊস
૽৩पৌघॊೖଖभ੍ஔपౄथॊञीؚਊহ঵ফ২पउऐॊ੍ஔৄ੢પ
に基づき計上しております。

(4)୐૙ஔહਬਊস
జ঵৩भ୐૙ஔહप૟इॊञीؚਊহ঵ফ২ଜपउऐॊ୐૙ஔહઝਜ఺
लফসৱਓभৄ੢પप੦तऌੑ঱खथउॉऽघ؛
୐૙ஔહৄ੢પभ਋৑షര্১
୐૙ஔહઝਜभ઴৒पँञॉؚ୐૙ஔહৄ੢પ॑ਊহ঵ফ২ଜऽदभ
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ਯ৶ੑ઴঱भ୷౮भા৷૪৶্১
ਯ৶ੑ઴঱भ୷౮मؚ૚হ঵ফ২भ৅েৎपउऐॊజ঵৩भ਴಑ଋோ
ඐਜ਋৑ਰ৔भ঳৒भফਯ(ڱফ)による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生のโহ঵ফ২ऊैા৷૪৶खथおります。
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(5)૽৩୐૙༸ௌਬਊস
਄ഁ૽఺ल෋ষ૽৩भ୐૙༸ௌসभ੍ஔप૟इॊञीؚ৔ૠप੦तऎਊ
হ঵ফ২ଜਏ੍ஔપ॑ੑ঱खथउॉऽघ؛

4.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)ヘッジ会計の方法

a ヘッジ会計の方法
્୻૪৶भਏ੯॑௥ञखथःॊসਹ५ডॵউ਄ਬपणःथؚਊჾ્୻૪
৶पेढथउॉऽघ؛

b ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
সਹ५ডॵউ

ヘッジ対象
সਹ૗৿पेॉ୶஭॑ਭऐॊশ਋೙োসਹඅ

c ヘッジ方針
ਊ঺ਚ৒भ঺৔അੳুਢ॑ষढञ঱दؚ೙োসਹඅभসਹ૗৿জ५ॡ॑
৚ೂघॊ৯৓पेॉؚসਹ५ডॵউ॑ਹ৷खथउॉऽघ؛

d ヘッジ有効性評価の方法
সਹ५ডॵউपणःथम્ؚ୻૪৶पेढथःॊञीؚથ஍ਙभ௬੼भ
ਖ਼৒॑੄റखथउॉऽघ؛

(2)୐૙ஔહपબॊভੑ૪৶
୐૙ஔહपબॊ౞ੳ௙ਯ৶ੑ઴঱भ୷౮भভੑ૪৶भ্১मؚ৴੥ੑ઴
છథपउऐॊऒोैभভੑ૪৶भ্১ध౮ऩढथउॉऽघ؛

(3)଎ાઘಉभভੑ૪৶
଎ાઘ఺ल৉্଎ાઘभভੑ૪৶मؚ税抜方式によっており、資産に係
ॊඓ௾ৌ଴ਗ଎ાઘ఺ल৉্଎ાઘमਊহ঵ফ২भા৷धखथ૪৶खथ
おります。

(4)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
ਗో૦সබઝਥઝਜमؚৠ઴঩भઉ੟ನ౹ৼৃपेॉ৞ోपఌ઴खؚఌ
઴୷પम௤இधखथ૪৶खथउॉऽघ؛
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ভੑ্ଉभ૗ಌ

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25ফڵা13日。以下
َ੫঵੥়ভੑ੦૆ُधःअك؛఺लَহ঵ী௞ಉपঢ়घॊভੑ੦૆ُق੫঵ভੑ
基準第７号 平成25ফڵা13঩؛ਰৣَহ঵ী௞ಉভੑ੦૆ُधःअك؛ಉؚ॑ਊ
হ঵ফ২ऊैి৷खؚ਄੭ঢ়৴ા৷॑৅েखञহ঵ফ২भા৷धखथੑ঱घॊ্১
प૗ಌःञखऽखञ؛ऽञؚਊহ঵ফ২भ਋੣ਰ৏ৰ઱औोॊ੫঵੥়पणःथमؚ
ྫ৒৓ऩভੑ૪৶भન৒पेॊ਄੭ਉ੼भଦীપभৄઉखऋ੫঵੥়ফ২भโফ২
पষॎोञৃ়पमؚਊჾৄઉखऋষॎोञফ২भ਋੣ଋৈपৌघॊ୶஭પ॑યী
表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に૗ಌःञखऽ
す。企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及
लহ঵ী௞ಉভੑ੦૆ਸ਼57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当
হ঵ফ২भ਋੣ৎਡऊैలਟपॎञढथి৷खथउॉऽघ؛
この結果、当事業ফ২भ੾঵ਹஇؚ৽ଞਹஇ఺लઘਬ৐ਊ਋ෞਹஇपଖइॊ୶஭म
ありません。
ਊহ঵ফ২भઙ਌ৱমಉ૗৿ੑ઴છभৱম๪౟সभ਋ଜଋৈपଖइॊ୶஭मँॉऽ
せん。

貸借対照表に関する注記

1.担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

建物 1,592百万円
構築物 47百万円
機械及び装置 229百万円
工具、器具及び備品 86百万円
土地 820百万円
計 2,776百万円

(2)担保に係る債務
ಢ਋೙োস 4,600百万円
１ফ৔ନੋ੒৒भশ਋೙োস 1,160百万円
শ਋೙োস 1,678百万円
計 7,439百万円
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2.થ஄ಕ৒ৱਓभ੖੼೥ేྸੑપ 33,517百万円
੖੼೥ేྸੑપपमؚ੖௤௤ଷྸੑપ॑அीथ਀ંखथउॉऽघ؛

3.ঢ়બভ঺पৌघॊসබઝਥ及び債務
ಢ਋সබઝਥ 19,977百万円
শ਋সබઝਥ 3,902百万円
ಢ਋সබઝਜ 3,145百万円
なお、区分掲記したものについては除いております。

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売 上 高 47,324百万円
売 上 原 価 36,842百万円
୿ਲ਼ા఺ल঳ಹଵ৶ા 84百万円
営業取引以外の取引高 2,942百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

ਊჾহ঵ফ২ଜपउऐॊঽഞઙૄभரథ఺लઙૄਯ
普通株式 8,809,682株
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税効果会計に関する注記

೷భઘসৱਓ఺ल೷భઘস଀ઝभ৅েभ਌ऩਉ౤શभ৔๨
೷భઘসৱਓ

たな卸資産評価損 20百万円
ೖଖਬਊস 268百万円
関係会社株式評価損 752百万円
ঢ়બভ঺লৱস௬੼௤ 72百万円
୐૙ஔહਬਊস 234百万円
೵౵ਬਊস 71百万円
減損損失 212百万円
೷௭ಳ௤স 557百万円
その他 274百万円
೷భઘসৱਓ৵ੑ 2,463百万円
評価性引当額 △1,810百万円
೷భઘসৱਓ়ੑ 653百万円

೷భઘস଀ઝ
ଅ৉ಓೠ஋য়স △81百万円
૦੟ಉಓೠ஋য়স △54百万円
્શ೥ే૆૟স △25百万円
जभ౎થ੼઒ଊ௬੼୷પস △50百万円
その他 △11百万円
೷భઘস଀ઝ়ੑ △224百万円
೷భઘসৱਓभෞપ 429百万円

১যઘಉभઘ૨भ૗ಌपेॊ೷భઘসৱਓ఺ल೷భઘস଀ઝभসપभఊਫ

َਚ੭ઘ১ಉभ঳৖॑੝ਫघॊ১൅ُ఺लَ৉্ઘ১ಉभ঳৖॑੝ਫघॊಉभ১
൅ُऋ਴ਛ28ফگা29঩पবভदਛয়खञऒधपൣःؚਊহ঵ফ২भ೷భઘস
ৱਓ఺ल೷భઘস଀ઝभੑ઴قञटखؚ਴ਛ28ফڰাڭ঩ਰఋੰ଎औोॊुभप
଒ॊكपઞ৷खञ১৒ৰ஍ઘ૨मؚ৐হ঵ফ২भ32.2٫ऊैؚ৚ઽྼम੍௸ऋৄ
込まれる期間が平成28ফڰাڭ঩ऊै਴ਛ30ফگা31日までのものは30.8％、
平成30ফڰাڭ঩ਰఋभुभपणःथम30.5٫पजोझो૗ಌऔोथउります。
ऒभઘ૨૗ಌपेॊੑ઴છథपଖइॊ୶஭मೄ๶दँॉऽघ؛
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

਄ਬসપ
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社 SMK Electronics Corporation,
U.S.A.

所有
直接100

当社製品の販売
役員の兼任

売上
(注)１ 18,867 ਲ਼ෳস 5,152

子会社 SMK Hungary Kft. 所有
直接100

当社製品の販売
ৱসभରஃ

ৱসभ೵હ
(注)２ 645 ಢ਋೵હস 614

子会社 SMK Electronics (H.K.) Ltd. 所有
直接100

当社製品の販売
ৱসभରஃ

ৱসभ೵હ
(注)２ 4,712 ಢ਋೵હস 4,375

子会社 SMK Trading (H.K.) Ltd. 所有
間接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 9,024 ਲ਼ෳস 1,654

子会社 SMK Electronics (Dongguan) 
Co., Ltd.

所有
間接100 同社製品の購入 仕入

(注)１ 15,044 େෳস 1,386

子会社 SMK Electronics (Shenzhen) 
Co., Ltd.

所有
直接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 579 ਲ਼ෳস 609

子会社 SMK Electronics Trading 
(Shanghai) Co., Ltd.

所有
直接100

当社製品の販売
役員の兼任

売上
(注)１ 2,377 ਲ਼ෳস 645

子会社 SMK Electronics Int’l Trading 
(Shanghai) Co., Ltd.

所有
間接100

当社製品の販売
役員の兼任

売上
(注)１ 4,415 ਲ਼ෳস 1,013

子会社 SMK Electronics Singapore Pte. 
Ltd.

所有
間接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 3,715 ਲ਼ෳস 1,180

子会社 SMK Electronics (Malaysia) 
Sdn.Bhd.

所有
直接100

当社製品の販売
同社製品の購入
役員の兼任

売上
(注)１ 2,563 ਲ਼ෳস 993

子会社 SMK Electronics (Phils.) 
Corporation

所有
直接100 同社製品の購入 仕入

(注)１ 11,845 େෳস 948
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属性 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

਄ਬসપ
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社 昭和エンタプライズ㈱ 所有
直接100

リース契約の締結
ৱসभରஃ
担保の受入
役員の兼任

ৱসभ೵હ
(注)２ 990 ಢ਋೵હস 990

担保の受入
(注)３ 394 ― ―

子会社 KOSCO㈱ 所有
直接100

ৱসभରஃ
役員の兼任

ৱসभ೵હ
(注)２ ― ಢ਋೵હস

শ਋೵હস
240

2,100

子会社 SMK-LOGOMOTION㈱ 所有
直接51

ৱসभରஃ
役員の兼任

ৱসभ೵હ
(注)２ 1,910 শ਋೵હস 1,802

（注）取引条件及び取引条件への決定方針等
1. 市場価格、総原価を勘案して取引価格を決定しております。
2. ৱসभ೵હपणःथमؚ৘ৃসਹ॑ྠ੧खथਹ૨়॑৶৓पৠ৒खथउॉ

ます。
؛਒ষ೙োपणऌؚ຅ਊਥ॑ਝ৒खथउॉऽघ؝3

１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 387円52銭

ઙਊञॉਊ਋ෞਹஇڭ.2 20円94銭


